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令和５年度第２回豊川市総合教育会議議事録  

開 催 日 令和６年２月１６日（金） 午後２時００分～午後３時２０分 

場  所 防災センター１階 市民研修室 

出 席 者 市  長 竹本 幸夫 

教 育 長 髙本 訓久 

教育委員 山田 清志 

教育委員 菅沼 由貴子 

教育委員 戸苅 恵理子 

教育委員 佐原 圭子 

事 務 局 教育部長 前田  清彦 

教育部次長 酒井 保吏 

教育部次長兼学校教育課長 鈴木 康孔 

教育部次長兼中央図書館長  尾﨑 浩司 

庶務課長 杉浦 忠彦 

庶務課主幹 石黒 友作 

学校教育課主幹  中村 立志 

生涯学習課長  石黒 泰基 

スポーツ課長 小原 寛明 

学校給食課長  林 俊光 

中央図書館主幹  渡邉 里恵 

庶務課課長補佐  近藤  邦宏 

庶務課庶務係長  森下  徹 

１ 開会  

「酒井教育部次長」  

定刻となりましたので、ただ今より、令和５年度 第２回豊川市総合

教育会議を開催いたします。なお、本日の会議は、豊川市総合教育会議

設置要綱の規定に基づき、公開により行います。 

 それでは、本会議の主催者である、竹本市長よりごあいさつを申し上

げます。 
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２あいさつ  

「竹本市長」  

まず冒頭に、能登半島地震では、２４０人を超える多くの方が亡くな

られました。哀悼の誠を捧げるとともに、謹んでお悔やみを申し上げま

す。また、大変寒い中、今でも１３，０００人以上の方が避難所生活を

余儀なくされておられることに、心からお見舞いを申し上げるとともに

1 日も早い復興をお祈り申し上げます。 

本日は、第２回の総合教育会議にご出席いただき、ありがとうござい

ます。 

今回の協議事項ですが、『中学校の部活動の段階的な地域移行』、そし

て、『民間スイミングスクールを利用した小中学校の水泳授業のモデル授

業』でございます。 

まず、『中学校の部活動の段階的な地域移行』ですが、こちらは私のマ

ニフェスト項目にもございます。令和３年度の総合教育会議で『教員の

働き方改革』をテーマにさせていただいた際には、中学校の教員は、ま

だ約５％の方が８０時間以上の滞在時間があり、１００時間以上という

方もお見えになる状態でした。今回、マニフェスト工程計画の中で、外

部指導者の増員や時間数増加などを位置付けさせていただいております。 

もう一点の『民間スイミングスクールを利用した小中学校の水泳授業

のモデル事業』ですが、市内の学校プールは築３０年を経過したものが

非常に多い状況です。また、プールを維持するための清掃や水質管理な

どが教員の大きな負担になっているため、水泳授業を民間へ移行できな

いかのモデル事業を実施するものです。 

先日、公表した令和６年度の「予算の姿」には、見玉事業として２７

事業が位置付けられており、その中の１つに水泳指導支援事業がありま

す。モデル事業として実施していきますので、委員の皆さんからご意見

をいただき、今後の事業に反映していきたいと考えています。 

今回も、委員の皆さんの忌憚のない意見をご期待申し上げまして、私

からのあいさつとさせていただきます。どうかよろしくお願いします。 

３協議事項  

「酒井教育部次長」  

それでは、協議事項に移ります。豊川市総合教育会議設置要綱では、

市長が議長となるものと定めておりますので、ここからの会議の進行は、

竹本市長にお願いします。 
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（１）中学校部活動の段階的な地域移行について  

「竹本市長」  

それでは、次第に基づきまして協議の方を進めてまいります。 

最初に、協議事項（１）「中学校部活動の段階的な地域移行について」

でございます。資料について、事務局から説明を求めます。 

「鈴木教育部次長」  

まず、『Ⅰ 国の動向』としまして、令和４年６月にスポーツ庁が運動

部活動の地域移行に関する検討会議を開きました。「子どもたちが生涯を

通してスポーツに継続して親しむことができるよう、地域の持続可能で

多様なスポーツ環境を一体的に整備することを目指す」とし、令和５年

度から７年度の３年間で、土日の部活動を地域の活動に移行し、さらに、

平日の部活動についても、地域の活動に移行していきたいという旨の提

言を出しています。 

 また、文化庁においては、同年８月に文化部活動の地域移行に関する

検討会議を開き、「少子化の中でも、将来にわたり我が国の子どもたちが

文化芸術等に継続して親しむことができる機会を確保することを目指す」

という提言を出しています。 

 それらを基に、スポーツ庁並びに文化庁から、「学校部活動及び新たな

地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」が策定され

ました。 

 ガイドラインの概要ですが、「学校部活動」について、部活動指導員や

外部指導者を確保し、平日１日と週末１日の週２日以上の休養日を設け

るとし、「新たな地域クラブ活動」では、地域クラブ活動の運営団体、実

施主体の整備充実などが示されています。 

次に「学校部活動の地域連携や地域クラブ活動への移行に向けた環境

整備」について、まずは休日における地域の環境整備を進め、平日は実

施できるところからとなっています。また、令和５年度から７年度まで

の３年間を改革推進期間とし、地域の実情に応じて可能な限り早期の実

現を目指すこととしています。 

最後に「大会等の在り方の見直し」については、学校単位だけでなく、

地域クラブも大会に参加できるようにすることで、実際、愛知県でもい

くつかの種目において地域クラブが参加できるようになっています。 

また、教師が引率しない体制の整備も進めていくこととしています。 

続いて、『Ⅱ 豊川市の部活動の現状』ですが、小学校においては、令

和５年度より部活動は廃止をし、併せて運動競技大会についても廃止を

しています。 

中学校においては、学校教育課が令和２年４月に発行した「部活動ガ
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イドライン」に基づき、平日は週４日、授業後から２時間以内として活

動をしております。土日については、土日のいずれか１日を休養日とし、

１回の活動時間を３時間以内としております。 

指導は、教員と言いますか、顧問による指導と中学校運動部活動外部

指導者による技術指導を合わせたものとなっています。 

 現在、部活動数については、運動部が常設の形で１３３部活の１２種

目、文化部が２７部活の８種目です。また、駅伝など大会前に開設する

臨時開設部が３７部活の９種目があります。 

また、所属生徒数については、４，６３５人の市全体で８８．６％の

生徒が所属しております。 

なお、図表１－１において、太字で記載している部活動は、外部指導

者の指導を受けている部活動でして、資料２枚目に改めて、外部指導者

の配置数、配置種目について掲載しております。 

続いて、『Ⅲ 休日部活動の地域移行に向けた動き』として、これまで

の経過を簡単に説明します。 

 まず、教育委員会内で地域移行に向けた事前会議を行い、令和５年７

月に教育委員会と学校関係者で情報交換会を行いました。その後の教育

委員会の事前会議を経て、１０月に各団体の代表者に参加いただき、第

１回豊川市部活動検討委員会を開催しました。この検討委員会において、

アンケート調査の実施について承認をいただき、令和６年１月に調査を

実施しています。内容については、資料３枚目、４枚目の図表１－４か

ら１－６をご覧ください。アンケート調査の結果は、現在集計中であり

ますが、２月２６日開催の第２回検討委員会で報告する予定です。 

 なお、第１回検討委員会では、国や県の方針を確認し、豊川市の現状

を説明するとともに、児童生徒及びその保護者、並びに教員向けのアン

ケート調査の項目についてなどの協議がされました。 

当日は委員から部活動の地域移行に対して様々な意見があり、「一度、

土日の部活動をすべてなくし、その状況に応じて新しいものをつくって

みてはどうか」や、「大会に参加するとなれば、よい成績を残したいと思

うのは自然な考えであり、そのため練習量が増えてくる。その中で休日

の部活動を地域に移行するというのは課題が多いのではないか」などが

ありました。 

また、学校のセキュリティーに対して意見があり、例えば、音楽室を

使って吹奏楽部の練習をする場合、玄関の鍵の開け閉めや警報機の設定

について、現状では教員しか出来ないため、結果的に立ち会うことが必

須となってしまいます。 

そういった課題については、今後の検討委員会で検討し、よりよい形

で地域移行を進めていきたいと考えています。 
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最後に、『Ⅳ 令和６年度に実施する部活動に関連するもの』ですが、

「豊川市中学校部活動外部指導者の拡充」については、本年度３０人だ

った外部指導者を、令和６年度は５人増員の３５人体制とし、その後も

移行期間中に順次増員を図っていきたいと考えています。 

 また、「豊川市部活動検討委員会の開催」では、令和６年度に予定して

いる３回の検討委員会において、休日部活動の方向性をしっかりと確定

させる予定です。 

なお、補足としまして、先ほどからお話ししている『部活動外部指導

者』というのは、「教員と共に技術指導を行う者」でありまして、『部活

動指導員』というのは、「技術指導を行うとともに、大会への引率や、事

故発生時も対応する者」であります。 

説明については以上です。 

「竹本市長」  

ありがとうございました。 

私のマニフェストの工程計画では、説明にもありましたが、外部指導

者について、現在の１回２時間の指導２５回で、指導員３０名のところ、

令和６年度は指導員を３５名に増やし、令和７年度からは１回の指導を

３時間として指導員３５名、令和８年度は４０名、令和９年度には４５

名体制と、段階的に拡充させていきたいと考えております。拡充するに

際して、人材発掘などの課題もありますが、まずは令和６年度に指導員

３５名という形で進めていきたいと思っていますので、よろしくお願い

します。 

それでは、委員の皆様からご意見をいただきたいと思います。 

「佐原委員」  

部活動には、常設部と臨時開設部がありますが、その２つの違いにつ

いてもう少し説明してください。 

「鈴木教育部次長」  

常設部は、年間を通して実施・開設をしている部活動になります。 

臨時開設部は、季節的に開設する部活になります。例えば、駅伝では、

駅伝部という部が各校にあるわけではなく、大会前に参加を希望する生

徒を集めて、臨時的に開設されるものになります。 

 また、多くの学校には臨時開設部としてバトミントンがありますが、

こちらは駅伝とは少々異なり、学校以外の地域クラブなどで活動してい

る生徒が、県大会などに出場する場合、中学校の顧問の引率が必要とな

るため、部を開設するものです。練習自体を学校で実施することはあり

ません。 
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「山田委員」  

例えば、普段は野球部に所属しているけれど、土日や夜間に地域のバ

トミントンクラブで練習をし、大会出場時には学校の籍が必要だから、

中学校のバトミントン部という名前を貸してもらうというようなイメー

ジでしょうか。 

「鈴木教育部次長」  

例えば、地域のサッカークラブに参加をしている生徒が、月曜日から

金曜日まで陸上部で活動していることもあります。サッカーで活かせる

体力作りのために陸上部に入り、土日は地域クラブで活動する。そのた

め、陸上の大会が土日に開催された場合、本人の判断で大会に出場する

かを決めます。顧問からすると、陸上部に所属しているのに、大会に出

ないとなると、選手登録が難しいという状況があるのではと思っていま

す。 

「菅沼委員」  

大会に出場するには、地域クラブからは無理なので、中学校の部活動

として出場する、だから臨時開設部を作るということですか。  

「鈴木教育部次長」  

ここ１、２年、地域クラブとして参加が可能な種目が増えてきました

が、大半の種目は学校の部活動でないと出場が出来ません。 

「菅沼委員」  

説明では、国の動向は『土日の部活動を地域の活動に移行していく』

という話でした。私は「地域の活動」というのは地域クラブ活動と思っ

ていたのですが、大会に出るためには学校の名前が必要となると、「地域

の活動」は、イコール「部活動」ということでしょうか。 

『地域の活動に移行して』というのは、地域クラブに大会への引率や

事故が起きないような現場管理などの責任を持ってもらうことだと思っ

ていたのですが、それを「部活動」として行かせるつもりならば、当然、

教員が引率する必要が出てきます。 

その辺りが曖昧で、部活動だから学校側が責任を持つのか、それとも

民間にその辺りも含めてお願いするのか、そこをはっきりさせないと、

外部指導者の意味も変わってくると思います。 

「山田委員」  

部活動の地域移行というのは、何十年も前から言われていて、時々、

今回のように議論が盛り上がります。以前、話題になった時には、『〇〇

中学校の〇〇部の子は、全員地域の〇〇クラブに入って、顧問はその〇
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〇クラブのコーチにそのままスライドする』という、結局学校でやって

いる部活動と何も変わらない内容でした。 

 なかなか上手くいかない問題ですが、今回は期間を定めてかなり本腰

を入れてやろうとしています。おそらく、少子化が大きな要因で、この

ままでは、今までのような中学校の部活動を継続することが出来なくな

るという、危機感があるからだと思います。部活動がなくなると、中学

生がスポーツや文化的な活動に学校で親しむことが出来なくなります。

つまり、地域の受け皿がないと、活動に触れる機会がなくなってしまう

ということです。だから、今のうちに子どもたちが、色んなスポーツや

文化活動にアクセスできる方法や体制を整えていきましょう、だから、

部活動の地域移行を進めていきましょうと言っているように私は感じま

した。 

「部活動の地域移行」という言葉が誤解を生む一因になっているよう

な気がしますが、『学校の部活動をそのまま地域に持っていくのにどうし

たらいいか』という議論ではなく、その概念を変える必要があると思い

ます。少なくとも土日は、学校ではなく、学校を含めた広い地域で、顧

問ではなく、技術を持った指導者が所属校に関係なく指導していく。将

来的に、部活動とは違った形に移していく必要があると思います。 

 急に「そうします」と言っても上手くいかないので、色んな意見を検

討する必要があると思いますが、私の意見としては、まず、土日の部活

動はやめて、地域に子どもたちを返すということをしてはどうだろうか

と思います。 

 もちろん、「やる以上は成績を残したい」とか、「〇〇中学校の〇〇部

はこんなに頑張っているから、今のようにやりたい、やらせてあげたい」

という部活動もあると思います。そのような部は、いわゆる「特定活動

部」に指定して、特別に土日の練習を認める。そのように、今の部活動

の形も残しつつ、将来的に平日の部活動にもスポーツクラブや文化教室

などが学校へ入っていくために、少しずつ地域に子どもたちを返してい

くというやり方が必要だと思います。 

「竹本市長」  

私から一点質問があります。『部活動指導員』について、もう少し詳し

く説明をしてください。 

「鈴木教育部次長」  

先ほど、大会への引率は教員というお話をしました。外部指導者は技

術指導のみで、大会への引率をお願いすることはありません。 

しかし、部活動指導員の場合は、技術指導だけではなく、大会への引

率や事故発生時の対応など、教員とほぼ同じ職務をお願いすることにな
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ります。 

「山田委員」  

何か資格などが必要ですか 

「鈴木教育部次長」  

国からの通知などには、資格が必要とは明記していません。 

ただ、何らかの研修を受ける必要があるなど、要件が出てくる可能性

はあります。 

「菅沼委員」  

外部指導者では、活動時間内に顧問である教員が一緒にいる必要があ

るけれど、部活動指導員であれば、教員が不在でもよろしいのでしょう

か。豊川市には現在、外部指導者しかいないから、教員が一緒にいる必

要があるということでしょうか。 

「鈴木教育部次長」  

そのとおりです。 

「佐原委員」  

外部指導者をされている方は、若い方ですか。それとも年配の方が多

いですか。 

「鈴木教育部次長」  

外部指導者は、２０代から６０代くらいと多岐にわたっています。出

身中学校で指導をしている方も多くいます。弓道や剣道などは年配の方

が多く、仕事をリタイアして時間に余裕があるので指導が可能という方

もいます。 

「竹本市長」  

年齢的には幅広いということですね。 

その他、ご意見はありますか。 

「髙本教育長」  

意見を２つさせていただきます。 

１つは、就学指定校変更です。豊川市では、進学する中学校に希望の

部活動がない場合、指定校変更を申請することができます。 

 山田委員が言われたように、全国的に少子化で生徒の数が少なくなり、

学校部活動の弊害になっているという問題があります。 

 ところが、愛知県はまだ、そこまでひどい少子化にはなっていないた

め、部活動の地域移行が進んでいません。恵まれていることが、進まな

い原因のひとつです。他県では、子どもの数が相当少なくなってしまい、
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学校そのものの存続も危ない地区があります。弓道やテニスといった個

人種目なら、まだ良いですが、いわゆるチームスポーツにおいては、チ

ームが組めない状況になっているようです。 

 また、教員の数も少なくなっているので、部活動の顧問が出来る教員

も減ってきています。そういった様々な要因から、この地域移行の話が

出てきているという現状です。 

 豊川市も今後地域移行が進んでいけば、『希望する部活動がないことに

よる申請要件』というのは、なくなっていくと思います。地域移行が進

むと同時に、本市としてはこの就学指定校の変更も見直していくべきだ

と思います。 

もう１つは、外部指導者にしろ、指導員にしろ、やはり実施場所の提

供と指導者に対する報酬は必要になってきます。 

 外部指導者については、市長のマニフェストに上げていただき、工程

計画で増員予定であることは大変有難いですが、さらに地域移行を進め

ていくことになれば、今以上の費用は掛かります。この費用を公的にみ

るのか、それとも、最終的には学校から離れた地域クラブになるから保

護者負担とするのか、それは今後の問題となってきます。今、保護者負

担にすべてを持っていくことは、なかなかハードルが高いと思いますの

で、何とか限られた予算の中でうまく進められないかと苦慮していると

思いますが、いずれにしても実施にはお金の掛かる問題であるというこ

とは、間違いないと思っています。 

「戸苅委員」  

私の子どもが通っていた幼稚園では、園が終わった後に民間のスポー

ツクラブの指導者が園に来て、希望する子にサッカーや新体操などを指

導してくれました。もちろん費用は掛かりましたが、その後も子どもが

サッカーを続けたことを考えると、とても良いきっかけになったと思っ

ています。ある程度スポーツの種類を絞る必要はありますが、小学校や

中学校からではなく、その前の保育園や幼稚園の時から、民間のスポー

ツクラブが関わることが出来たら、子どもにとって良いきっかけづくり

になるかと思います。 

スポーツ庁の提言にあるように、『子どもたちが生涯を通してスポーツ

に継続して親しむことができるよう』というのであれば、小学校や中学

校の時だけを考えるのではなく、それ以降のことも考える必要がありま

す。 

 確かに費用は掛かりますが、教育長が言われたように、学校から引き

離すには、ある程度お金が掛かることは仕方がないことだと思います。

小学校前から、スポーツに親しむということをやってみても良いのでは
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ないかと思います。 

「竹本市長」  

ありがとうございます。 

アンケート調査についてお聞きします。保護者用のアンケートに参加

費用の負担の項目がありますが、こちらについて集計済みでしたら数値

を教えてください。 

「鈴木教育部次長」  

仮になりますが、集計数値を申し上げます。 

「５００円」が３７１人、「１，０００円」が７２６人、「２，０００円」

が７９３人、「３，０００円」が７２２人、「４，０００円」が３０９人、

「５，０００円」が２７４人、「その他」が１４７人となっています。 

「竹本市長」  

保護者も一定の負担が必要になるということは、十分認識されている

と思います。 

「戸苅委員」  

臨時開設部のバトミントンのように、学校には部活動がないけれど、

月謝を払って地域クラブで指導してもらった結果、実力がついて県大会

などに行くという子というのは、実際のところ増えてきていると思いま

す。全員が「月謝を払ってスポーツを楽しむ」ということを受け入れる

のは難しいかもしれませんが、そういう子たちが増えてきているのも事

実です。 

 スポーツに親しむという言葉を、「部活」という意味ではなく、もっと

広い意味で、例えば、学校が終わった後にウォーキングをスポーツとし

てやるなど、そういうのでも良いと思います。健康寿命を延ばすために

は、ある程度の運動を続ける必要があります。「生涯に渡ってスポーツを」

というのであるならば、「部活」という言葉は引き離して考えたほうが良

いような気がします。 

「竹本市長」  

空手の全国大会で、準優勝をした選手の表敬訪問を受けたことがあり

ます。空手は学校の部活にありません。部活ではなく、個人的に一定の

月謝を払い、練習をし、大会に出て、成績を残す。そういう現状も確か

にあると思います。 

「佐原委員」  

コロナ禍で、スポーツをすること自体が少なくなってしまいました。

ＷＨＯ（世界保健機関）では、「子どもは１日のうち１時間は外で運動さ
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せる」というのが世界標準ですが、このコロナ禍で愛知県の実現率は  

４０％程度だという話を聞きました。 

 部活動の目的の１つは、スポーツに触れるきっかけ作りだと思います。

きっかけを与えて、更に「スポーツを通じて、色んなことを体験しよう」

というのが学校教育だと思います。 

 保護者の中には、「部活動が将来、何の役に立つのかわからない」と  

思っている方もいるかもしれません。それでも、色んなきっかけがあれ

ば、その子がもしかしたら全国大会に行くかもしれないし、勝つ楽しみ

や負ける悔しさの経験が将来の役に立つかもしれません。 

 スポーツすることが、その子の人生の中で良いことになるように、  

きっかけを作ってあげられると良いと思います。 

「竹本市長」  

ご意見ありがとうございました。 

今後もこの課題については継続して審議をし、よりよい方向性を見出

していきたいと思っています。今後もよろしくお願いいたします。 

（２）民間スイミングスクールを活用した小中学校水泳授業のモデル事業の

実施について  

「竹本市長」  

続いて、協議事項（２）「民間スイミングスクールを活用した小中学校

水泳授業のモデル事業の実施について」に移ります。資料について、事

務局から説明してください。 

 

「杉浦庶務課長」  

それでは、「民間スイミングスクールを活用した小中学校水泳授業のモ

デル事業の実施」について説明します。この事業は、これまで学校で  

行ってきた体育の水泳授業を、民間のスイミングスクールを活用して、

インストラクターの補助をつけた水泳授業を、モデル的に実施するもの

です。 

資料の「１．経緯・目的」をご覧ください。状況を大きく２つの観点

で整理しました。１点目は、毎年、各学校のプールの維持にかかる、「維

持管理費の削減」に加え、今後予想されるプールの「改修、改築費の削

減」の観点です。 

 ２点目は、プールの日常管理及び子どもたちの安全確保における、「教
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員の負担軽減」の観点です。この２つの観点において、まず、学校プー

ルの現状について検証しました。 

続いて、「２．学校プールの現状」をご覧ください。はじめに、⑴学校

プールの設置状況ですが、図表２－１のとおり、多くが昭和４０年代半

ばから昭和５０年代にかけて建設され、その後、老朽化や児童生徒の増

加などを受け、昭和５０年代後半から平成にかけて９校の改築を行いま

した。残りの２７校のプールは、防水などの部分的な改修を行っている

ものの、施設自体は建設当初のものを使用し、近年、老朽化が進んでい

るところです。 

 次に、⑵水泳授業の授業時数ですが、図表２－３のとおり、１年間の

体育の授業時数は、小学校にあっては９０から１０５時数、中学校にあ

っては１０５時数が標準とされ、そのうち本市の水泳授業の時数は、文

科省の「水泳指導の手引き」や、各学校での実施状況を踏まえ、２ペー

ジの図表２－４のとおり、小中学校とも概ね１０授業時数が水泳授業に

充てられている状況です。こうした学校プールの現状を踏まえ、学校プ

ールの維持に関する課題が浮き彫りになっています。 

続いて、「３．小中学校プールの維持に関する課題」をご覧ください。

まず１つ目は、⑴施設上の課題です。本市の学校プールは最も古い一宮

西部小学校の築５８年を筆頭に、一般的な耐用年数とされる築４０年以

上経過しているプールが２７校と、全体の７５パーセントを占めていま

す。特に、プール槽やプールサイド、ろ過機などの設備機器の老朽化は

顕著でありまして、こうした老朽化は、怪我のリスク増加や授業への支

障につながる恐れがあります。 

 ２つ目は、⑵運営上の課題です。先程、年間のプール授業時数につい

て説明しましたが、そのほかに、夏休み期間中のプール開放の状況は図

表３－３のとおり、小学校にあっては、新型コロナウイルス感染拡大前

の令和元年度までは、すべての学校においてプール開放していましたが、

令和２年度以降は、新型コロナウイルス感染拡大の影響、更には、猛暑

の影響によるプール開放の中止や、ＰＴＡなど保護者の負担を考慮して

おり、現在のプール開放は数校のみとなり、年間稼働率は大きく減少し

ております。 

 ３つ目は、３ページに移りまして⑶財政上の課題です。学校プールの

維持管理経費については、図表３－４のとおり、令和４年度において、

光熱水費や保守点検費、薬剤費、更に、過去３か年平均の修繕費を加え

ますと、平均で１校あたり小学校では１００万円、中学校では８３万円

かかっております。また、図表３－５のとおり、大規模改修や改築費を

含む今後４０年間のライフサイクルコストは、総額約１３７億円、年平

均で約３億４，２００万円かかると予想されています。 
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 こうした施設上、運営上、更には財政上の課題に対応するため、今回、

民間スミングスクールを活用した水泳授業の実施により、学校プール施

設の維持管理費の削減や、教員の負担軽減につながるのではないかと考

えております。 

 ただ、その実現には、民間スイミングスクールの確保や、学校と民間

スイミングスクールとの距離、指導時間など、様々な課題がありますが、

まずはモデル事業として実施したいと考えています。 

そこで、「４．モデル事業の概要」をご覧ください。モデル校の選定に

あたっては、⑴のとおり、部活動、夏休み期間中のプール開放がないこ

と、改修又は改築工事の時期が迫っていること、移動時間が片道１５分

程度以内であることを条件とします。また、⑵のとおり授業２コマを１

回として、年間４回実施し、移動はバスの利用を予定しています。そし

て、⑶のとおり実施時期は５月から１１月とし、季節性インフルエンザ

の蔓延や季節的な寒さを避けるため、１２月から３月の間は実施しない

こととします。 

こうした先行的実験の調査から、「５．期待される効果と影響」を整理

しました。 

 まず、メリットとして、インストラクターの指導による児童生徒の安

全確保と泳力の向上、教員のプール施設の管理、監視などに関する負担

軽減、更には、季節や天候に左右されない計画的な水泳授業の実施、プ

ール施設跡地の有効活用などがあげられます。 

 一方、デメリットとして、児童生徒の移動が必要となること、中学校

の部活動での利用に対する対応策や、消防水利としての代替措置の検討、

民間スイミングスクールが利用できなくなった場合の対応などがあげら

れます。 

最後に、「６．今後の展開」について、令和５年度にモデル校２、３校

程度を選定とありますが、豊川、牛久保、中部の３つの小学校をモデル

校として選定し、令和６年度の実施を予定しています。更に、令和６年

度は、その実施結果を検証、整理して、学校プールの在り方の基本方針

の策定を考えています。令和７年度以降は、他の学校への拡大や学校プ

ールの廃止及び跡地利用について、検討できればと考えています。 

現在、全国的に民間スイミングスクールを活用した水泳授業の取り組

みが行われています。愛知県においても、名古屋市を含む県内３８市の

うち、すでに２５市において民間プールを活用した水泳授業が実施され

ており、東三河地域においても、本市以外のすべての市では、すでに行

われている状況です。 

次の４ページでは、各学校に対して行った希望調査結果と、民間スイ

ミングスクールまでの車での移動時間をまとめたもの、５ページでは、
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民間スイミングスクール事業者に対する、受入調査結果をまとめたもの

を添付しています。 

いずれにしても、民間スイミングスクールを活用した水泳授業は、本

市では初めての取り組みです。冒頭、申し上げたように、インストラク

ターは、あくまでも技術面での指導補助とし、本事業は水泳授業の一環

であるため、指導については、担任の先生が学習指導要領に沿って組み

立てた授業計画について、主導となって行うものです。 

説明は以上です。よろしくお願いします。 

「竹本市長」  

ただいま、協議事項（２）について、説明がありました。 

何かご意見やご質問はございませんか。 

「菅沼委員」  

別紙１の『学校に対しての希望調査』は、誰に対して行った調査です

か。 

「杉浦庶務課長」  

教員に対して行いました。校長先生まで確認をしている内容となって

います。 

「菅沼委員」  

「×（希望しない）」と回答した学校がありますが、「×」にした理由は

わかりますか。 

「杉浦庶務課長」  

理由まで学校に聞き取りを行っていません。「初めての取組なので不安

がある」や、「やはり自校のプールで授業を行いたい」という思いがあっ

たのかもしれませんが、特に「×」とした理由は伺っていません。 

「菅沼委員」  

プールの築年数が古い学校でも、「×」としているところがあったので、

気になりました。 

「戸苅委員」  

豊川市内にある受け入れ可能な民間のスイミングスクールには、それ

ぞれ受け入れ可能時間があると思いますが、市内すべての学校での水泳

の平均時間数（小学校１１時間、中学校９．２時間）分の授業が出来ま

すか。 

「杉浦庶務課長」  

市内の小中学校３６校に対し、民間のスイミングスクールは４つしか
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ないので、すべての小中学校を受け入れることは難しいと思います。 

 また、４つのスイミングスクールは、ほぼ市の中心部に位置していま

す。そのため、市内の西側や北側の学校については、移動距離が２０分

を超える場合があります。移動だけで相当な時間を要する学校では、ス

イミングスクールを利用するのは難しく、今後の検討事項です。まずは、

参加を希望する学校のうち、受け入れが可能な学校で進めていきます。 

将来的には移動時間を含めた大きな課題についても、しっかり検討し

ていきたいと思っています。 

「髙本教育長」  

質問ではなく、意見を言わせていただきます。 

学習指導要領で体育が１０５時間ということは、週３コマ（１０時間

から１１時間）で、水泳授業時間としては３から４週間程度しかなく、

１年間のうち、その３から４週間の水泳授業のためにプールを維持しな

ければなりませんが、それには先ほどの説明にあったように、相当な労

力や修繕費が掛かってきます。民間のスイミングスクールを活用すると

いうことは、時代に合っていると思います。 

民間のスイミングスクールの良さというのは、やはりインストラクタ

ーに技術的な指導をしてもらえるということです。教員も全員が水泳に

堪能というわけではなく、きちんと教えれる自信がないという部分があ

ると思います。専門的な知識を持ったインストラクターが教えてくれる

というのは、意味があることだと思います。 

 また、民間のスイミングスクールを活用すれば、プールの授業を夏場

だけではなく、秋口や春先に実施することも出来ます。熱中症の心配を

することなく実施が出来るのは、１つのメリットだと思います。 

私としては、例え１０時間程度の授業であっても、子ども達にとって

水泳の授業は、非常に大切なものだと思っています。家族でプールに行

くこともあると思いますが、その場合は殆ど「水遊び」で終わってしま

います。もちろん、水に親しむという目的もありますが、「授業」という

形で実施することで、水の事故を防ぐことの教えを受けることが出来る

という大きな点があります。水泳の授業は、時間数が少なかろうが、大

切なものとして扱って欲しいと思います。 

ただ、そこで問題になるのは移動時間です。おそらく２コマを使って

の体育の授業となるでしょうから、移動等の準備に時間が掛かりすぎて、

実際にプールに入れる時間が少なくならないようにして欲しいと思いま

す。先ほど佐原委員も言われましたが、子どもにとっての運動量は大切

なものです。十分な確保をお願いします。 

 また、先ほどの説明でもありましたが、学校の位置によって民間のス
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イミングスクールを利用できない学校も当然あると思います。利用でき

る学校と、利用できない学校の間で水泳授業の差が出ないように、十分

配慮していただきたいと思います。学校格差が生まれないように、しっ

かりと検討してほしい問題だと思っています。 

「竹本市長」  

その他、ご意見のある方はいらっしゃいますか。 

「山田委員」  

子ども達にとって、水泳はとても楽しみにしている授業です。スイミ

ングスクールのインストラクターによる指導が、しっかり、きっちりと

したものに特化しすぎると、そうした「楽しみ」という部分がなくなり、

嫌になってしまう子がいるかもしれません。担任の先生とプールで「わ

いわいガヤガヤ」しながら、水遊びのようなことをする時間も、非常に

大切な時間だと思います。 

モデル事業だからきちんとしなければいけないと、インストラクター

からの指導にばかり重きを置くのではなく、例えば、「最後の５分は自由

時間だから好きに遊んでいいよ」という部分も、入れてあげて欲しいと

思います。 

「竹本市長」  

ありがとうございました。 

新年度は、まずモデル校として３校で実施していく予定です。本市に

おける学校プール及び水泳授業に関する課題を整理し、今後の学校プー

ルの在り方について検討をお願いします。 

以上で、協議事項については終わりです。この後の進行は、事務局へ

お戻しします。 

４その他  

「酒井教育部次長」  

貴重なご意見ありがとうございました。 

それでは、次第の「４その他」につきまして、事務局から連絡いたしま

す。令和６年度の豊川市総合教育会議の予定ですが、今年度同様、２回

程の開催を考えております。会議のテーマにつきましては、教育的な課

題の他にも、市長部局との連携を一層深められるようなものを取り上げ

ていきたいと考えています。なお、日程等の詳細につきましては、決ま

り次第お知らせしますので、よろしくお願いいたします。 
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事務局からの連絡は以上となりますが、ご意見やご質問などはござい

ませんか。 

５閉会  

「酒井教育部次長」  

以上をもちまして令和５年度、第２回豊川市総合教育会議を終了いた

します。皆様どうもありがとうございました。 


